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東京電力福島第一原子力発電所構内における安全衛生管理状況報告

平成　　　年　　　月　　　日
　　　　　労働基準監督署長　殿
事業者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞


　平成　　　年　　　月　　　日から平成　　　年　　　月　　　日まで（第　四半期）の安全衛生管理状況について、次のとおり報告します。

１　安全衛生管理体制
（１）安全衛生統括者の職氏名：
（２）工事安全施工管理者の職氏名：
（３）元方事業者の安全衛生管理を行う者の職氏名：
（４）安全衛生管理体制
	　福島第一原子力発電所
	組織名
	人数

	放射線管理担当
	
	専任　　人　　併任　人

	工事安全施工管理担当
	
	専任　　人　　併任　人

	安全衛生委員会担当
	
	専任　　人　　併任　人

	安全衛生教育担当
	
	専任　　人　　併任　人

	作業計画審査担当
	
	専任　　人　　併任　人

	熱中症対策担当
	
	専任　　人　　併任　人

	安全衛生協議会担当
	
	専任　　人　　併任　人



（５）健康管理体制
	　福島第一原子力発電所
	医師
	看護師等

	医師・看護師等の人数
	　人（内　精神科医　　人）
	　　　　　　　人

	医師・看護師等の勤務時間
	
	



２　東京電力が自社労働者の安全衛生管理として実施した事項
（１）安全衛生委員会の開催状況
	開催月日
	被ばく管理上問題となった調査審議事項
	改　善　状　況
	改善月日

	
	
	
	

	
	
	
	



（２）作業計画又は作業の作成状況
	作業計画のうち被ばく管理上重要な部分を変更したもの又はその作業（工事）名
	
変　　更　　内　　容
	
変更月日

	
	
	

	
	
	



（３）電離放射線健康診断結果に基づく電離則第５９条に該当する措置の実施状況
	措　　置　　の　　内　　容
	当該措置を行った労働者数
	実施月日

	
	
	

	
	
	



（４）メンタルヘルス対策の実施状況
	措　　置　　の　　内　　容
	当該措置を行った労働者数
	実施月日

	ストレスによる症状・不調の確認（問診票の配布等）
	
	

	メンタルヘルス相談、面談の実施
	
	

	専門医への受診等事後措置の実施
	
	



（５）熱中症対策の実施状況
	措　　置　　の　　内　　容
	実施内容
	実施月日

	休憩所の設置
	
	

	休憩時間の確保
	
	

	保冷剤付き作業服等の配布等
	
	

	熱中症に関する労働衛生教育
	
	



３　関係請負人に対する実施事項
（１）安全衛生協議組織の開催状況
	開催月日
	被ばく管理も含めた安全衛生管理上    問題となった協議事項
	改　善　状　況
	改善月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



（２）関係請負人の作業計画に対する指導等の実施状況
	作業（工事）名
	作　業　内　容
	被ばく管理も含めた安全衛生管理上重要な事項に関し行った指導又は援助の内容
	実施月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



（３）関係請負人が行う安全衛生教育に対する指導等の実施状況
	教　育　名
（関係請負人数）
	教　育　内　容
	被ばく管理も含めた安全衛生管理上重要な事項に関し行った指導又は援助の内容
	実施月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



（４）関係請負人が行うメンタルヘルス対策の指導等の実施状況
	措　　置　　の　　内　　容
	当該措置を行った労働者数
	実施月日

	ストレスによる症状・不調の確認（問診票の配布等）
	
	

	メンタルヘルス相談、面談の実施
	
	

	専門医への受診等事後措置の実施
	
	



（５）関係請負人が行う熱中症対策の指導等の実施状況
	措　　置　　の　　内　　容
	実施内容
	実施月日

	休憩所の設置
	
	

	休憩時間の確保
	
	

	保冷剤付き作業服等の配布等
	
	

	熱中症に関する労働衛生教育
	
	



（６）関係請負人が行った健康管理に対する指導等の実施状況
　　イ　電離放射線健康診断の実施に対する指導等
	指　導　又　は　援　助　の　内　容
	関係請負人数（労働者数）
	実施月日

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　　ロ　関係請負人所属労働者に対する電離則第５９条に該当する措置に関して行った指導等
	措置の内容
	指導又は援助の内容
	関係請負人数（労働者数）
	実施月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



備考
１　各報告事項について、必要に応じ別紙を用いて記載すること。
２　本様式のほか、安全衛生管理規程、保安規定、その他労働者の安全と健康の確保のために必要な事項を定めた規定等及び業務の概要を示す書面（パンフレットで可）を添付すること。
３　上記２の添付書類については、その前回の報告内容から変更がない部分については報告する必要はないものであること。
４　本様式の３については、原子力事業者が関係請負人に対して実施した事項のみならず、元請工事業者が関係請負人に対して実施した事項についてもできる限り記載すること。
５　３（１）～（３）については、被ばく管理上の問題だけではなく、原発各種工事を安全に実施する上で問題となった事項や重要と考えられる事項についても記載すること。
６　「事業者職氏名」の欄は、氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。
